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(各電力会社管内の中で、最も影響の大きかった都道府県について整理。) 



１. 分析の背景と目的（まとめ）  
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 報告されている、電気料金値上げに関する企業へのアンケート結果によると、 
 電気料金値上げによって、多くの企業では事業への深刻な影響があった。 

 実際の企業では、電気料金の値上げ分を、製品価格へ転嫁することは難しく、雇
用や人件費の削減といった方策が既に実施されてきた。もし再値上げが実施さ
れた場合には、このような企業行動は継続すると予想される。 

 

 また、生産における電力使用状況は、電力の消費原単位や産業構造の特徴
によって、地域や部門によって大きく異なる。そのため、電気料金の値上げの
産業影響を把握するためには、全国や製造業合計のような平均値を用いた
分析だけでは影響の大きさを把握しづらく、地域や部門を詳細に検討するこ
とが重要である。 

 
 

 

まず、昨年度実施の分析結果(2013年6月)の更新版として、公開されている工
業統計(H22年)を利用して、最新(2014年8月現在)の電気料金値上げ幅をもと
に、各製造業への影響を分析した。[分析１] 

次に、原発の再稼働が遅れた場合にはより大きな料金上昇が予想されるため、
原発再稼働が無い場合の料金値上げを推計し、その時の製造業への影響に
ついて分析した。 [分析2] 



1.1 電力料金値上げに関する企業への影響調査(1)  
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出典：http://www.jcci.or.jp/260612_energykyuujyou.pdf 

•日本商工会議所(2014)のアンケート結果によると、約95％の企業では電力
料金値上げ分の販売価格への転嫁ができず、約45％の企業では雇用・人件
費の削減を実施。 
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•大阪商工会議所(2013)のアンケート結果によると、約8割の企業では、電力
料金値上げ分の販売価格への転嫁はほとんどできない、と回答。 

 

電気料金値上げに対する販売価格への転嫁の可否 

1.1 電力料金値上げに関する企業への影響調査(2)  



1.2.1 日本の製造業の産業構造 (従業者数4人以上の事業所) 

(1) 従業者数シェア 

(2) 生産額(製品出荷額) シェア 
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1.2.1 日本の製造業の産業構造 (従業者数4人以上の事業所) 

(3) 付加価値額シェア 

Code14-24: 素材系産業、 
Code25-32：機械・自動車産業 
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製造業の産業構造は、地域・都道府県によって大きく異なる。 
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地域 製造業・産業構造の特徴 

北海道 紙パ、鉄鋼が多い。食料品が非常に多く、一方、機械産業が非常に少ない。 

東北 電子部品、化学が多い。 

関東 化学が多い。全国平均に近い産業構造を持つ。 

中部 輸送機械など機械・自動車産業が非常に多い。素材系産業が少ない。 

関西 鉄鋼、化学が多い。 

四国 化学、紙パなど、素材系産業が多い。機械産業がやや少ない。 

九州 輸送機械、鉄鋼が多い。 
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1.2.4 日本の製造業の産業規模 (従業者数4人以上の事業所) 

 

(1) 従業者数 (3) 付加価値額(GDP) 

【参考値】全国計：製造業(全事業所)の従業者数：808万人、製品出荷額：290兆円 

(2) 生産額(出荷額) 
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2. 分析の方法（まとめ）  
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 産業別の経済活動データ(生産額や電力使用額、給与額など)として、公開さ
れている工業統計(H22年(暦年);震災前)を利用した。 
 

 電気料金値上げは、Case１：最新(2014年8月現在)の電気料金値上げ幅、
Case２：原発再稼働がなされない場合の電気料金値上げ幅(低位・高位シナ
リオの2種類)をそれぞれ想定した。 
 

既に実施された電気料金値上げには一部の原発の再稼働が前提とされてお
り、Case2では、仮に再稼働が実施されない場合にはより大きな料金値上げが
予想されることを考慮した。 

 

 各産業の電力消費額に対して、想定した電気料金値上げ率を用いて、値上
げによる電気代増分額を推計した。 

 
 



(1)工業統計(産業編) 
 (全国計のみ;  

産業細分類(約540)) 
電力使用消費額(自家発除く)、 

生産額、付加価値額など。 

(2)工業統計(細分類編) 
 (全国計～都道府県;  
産業細分類(約540)) 

従業員数、現金給与額、 
生産額、付加価値額など。 

生産額当たり電力
使用額 

(全国平均、産業細
分類) 

電力使用額の推計 
(都道府県、産業細

分類) 

電力使用額増分の推計 
(都道府県、産業細分類) 

電気料金値上げ 
(+XX%) 

従業員1人当たりの電力使用額増分の推計 
(都道府県、産業細分類) 

給与額に占める電力使用額増
分の比率の推計 

(都道府県、産業細分類) 

2.1 分析方法の概要 

＊2 
*1：産業別の生産額当たり電力使用額(全国平均値)を、各地域の対応
する産業に適用。 
*2：第1章で述べたように、実際の企業活動では料金値上げによる製品

価格への転嫁が難しいために、ここでは、負担感を評価するために、給
与当たりの電気料金の増分を評価した。 

＊1 

生産額 

従業員数 
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HPで公開されている2種類の工業統計(産業編、細分類編)を利用し、電気料金値上げによ
る製造業への影響を、都道府県別・産業細分類(約540分類)のレベルで評価した。 
 



2.2 分析の前提条件：想定した電気料金の値上げ幅 

注：いずれの値上げにも、化石燃料価格連動分や再生可能エネルギー固定価格買取制度による賦課金は含まれていない。実際には
化石燃料価格連動や固定価格買取制度による料金上昇も進んでおり、ここで示した料金上昇以上の値上げが起こっている。例えば、
自由化部門では、化石燃料価格連動による電気料金上昇(震災前比)は6%～29%、再エネ固定価格買取制度による電気料金上昇は
5%～6%程度と推計され（今後一層の上昇が予想される）、実際にはこれらの上昇分が電気料金にさらに追加される。 

ここでは、全ての製造業が自由化部門に属すると想定して、分析を実施した。 
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*    電気料金の値上げは、一部の原発の再稼働が前提となった料金である。  
**  低位推計と高位推計は、燃料費のうち原子力による発電電力量相当分に関して、原子力燃料費単価を、それぞれ各社火力平均

燃料費単価（石炭火力含む。各社で燃料構成が異なるため各社で火力平均燃料単価は異なる。）と、石油・ＬＮＧ平均燃料費単価
（各社で一律）に置き換えて想定した試算である。 

***2014年7月31日に公表された北海道電力の再値上げ申請 [(震災後認可料金比) 規制部門：17.03%、自由化部門:22.61%] は、震災
前認可料金比で[規制部門：26.08%、自由化部門:36.10%]に相当する。これらは、Case2A(低位推計)とCase2B(高位推計)の間に位
置する。 

規制部門 自由化部門 実施日 規制部門 自由化部門 規制部門 自由化部門

北海道電力*** 7.73% 11.00% 2013年9月～ 22.12% 26.34% 35.20% 39.86%

東北電力 8.94% 15.24% 2013年9月～ 10.13% 17.17% 11.19% 18.30%

東京電力 8.46% 14.90%
規制：2012年9月～

自由化：2012年4月～ 12.05% 20.24% 14.34% 22.71%

中部電力 3.77% 7.21%
規制：2014年5月～

自由化：2014年4月～ 5.43% 9.51% 6.12% 10.23%

関西電力 9.75% 17.26%
規制：2013年5月～

自由化：2013年4月～ 21.78% 31.16% 27.45% 37.26%

四国電力 7.80% 14.72%
規制：2013年9月～

自由化：2013年7月～ 17.25% 25.67% 26.35% 35.43%

九州電力 6.23% 11.94%
規制：2013年5月～

自由化：2013年4月～ 22.67% 29.61% 32.76% 40.26%

Case1
震災以降の実施値上げ幅(震災前認可料金(H20)比)

[2014年8月現在]*
Case2A 低位推計** Case2B 高位推計**

Case2
原子力ゼロ想定時の推計値上げ幅(震災前認可料金(H20)比)



2.3 分析の留意点 

 
•分析対象：都道府県別、産業別(細分類(約540産業)；従業者数4人以上の事業所)。 
 

•電力料金の値上げによる各産業への直接効果のみを評価。電力料金の上昇による、
省電力効果や産業構造変化、所得低下に伴う消費減少等の波及効果などは考慮し
ていない。 
 
•原単位について：生産額当たり電力使用額(原単位)は、産業別(細分類)の全国平均
を利用(ただし、従業者30人以上の事業所の平均値)。また、全国集計レベルにおいて
も産業規模が小さく、原単位算出のためのデータが非公開である産業(約40産業)は、
電気料金値上げの影響は受けないと想定。 
 
•生産額・現金給与額について：従業者数4人以上の都道府県データを利用。都道府
県別の産業別 (細分類)のデータが非公開(*)である項目については、都道府県別の
産業別(細分類)の従業者数(すべて公開)と、全国平均・産業別(細分類)の従業者数
当たりの生産額・現金給与額を用いて、それぞれ推計した。 
 

*公開されている工業統計では、従業者数や事業者数が極端に少ない産業は秘匿データとして扱われ、従業者数や事業者数の項目を除
き、多くの項目は非公開である。 

13 



3. 分析結果の概要(1)  
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分析１: 最新(2014年8月現在)の電気料金値上げ(Case1)による製造業への影響 

 
日本全体の製造業全体の電気代増分額(震災前比)は約4020億円であり、これは、日本全

体の製造業の約9万4千人分の現金給与額に相当する。製造業平均の従業員一人当たり
の年間電気代増分額(震災前比)は、約5.2万円と推計された。 
 

日本の製造業における産業別・地域別の影響 

 
都道府県・地域別(3.1.1, 3.3参照)： 

 地域による産業構造の違いが値上げ負担に大きく影響する。値上
げ幅が大きく、また電力多消費産業を多く抱える都道府県への影
響が相対的に大きい。従業員一人当たり年間電気代増分額（震災
前比）に関して、千葉県(13.3 万円)* 、和歌山県(11.5万円)、滋賀県
(10.1万円)など、10万円増を超える地域も推計される。 

 
産業別(3.1.2, 3.3参照)： 

 製造業平均に比べ、非常に大きな影響を受ける産業が存在する。
電力使用額比率が相対的に大きい、鉄鋼業や化学工業、窯業・土
石業、非鉄金属業などは、電気料金値上げによる深刻な影響が大
きい。これらの部門では、従業員一人当たりの年間電気代増分額
（全国平均、震災前比）は50万円を超える業種も推計される（鉄鋼
業（製鋼）：約62万円、セメント製造：約60万円、圧縮ガス・液化ガス
製造業：約216万円など）。 

 

図：従業員一人当たりの年間電気代増分額 
   (万円/人/年、震災前比) [製造業平均]  

全国平均：5.2 

Case 1 
(震災後認可料金) 

* 電気料金値上げがすべて人件費削減で対応されると仮定した場合、製造業従事者の給与が 
   千葉県では13.3(万円/人/年)相当減少することを意味する。 
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給与当たりの電気代増分額(震災前認可料金比)を評価すると、全国平均で1.23%と推計された。四
国地域や関西地域は、相対的に影響が大きく、それぞれ1.89％、1.85％と推計された 。都道府県別
にみると、エネルギー多消費産業を多く抱える、千葉県(2.96%)や和歌山県(2.91%)が大きい。電気
料金値上げによる都道府県間の製造業への影響の差異がみられる。 
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3.  分析結果の概要(2)  

分析１: 最新(2014年8月現在)の電気料金値上げ(Case1)による製造業への影響 
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分析2: 原発再稼働が無い場合の電気料金値上げ (Case2)による製造業への影響 

3. 分析結果の概要(3)   

図：従業者数一人当たりの電気代増分額(万円/人/年、震災前比)[製造業平均] 

Case 2A 
(原発ゼロ-低位推計) 

全国平均: 8.2 全国平均: 9.8 

Case 2B 
(原発ゼロ-高位推計) 

 
日本全体の製造業全体の電気代増分額(震災前比)は、Case1よりも大幅に上昇し、約

6300～7500億円であり、日本全体の製造業の約14.8～17.6万人分の現金給与額に相当
する*。また、製造業平均の従業員一人当たりの年間電気代増分額(震災前比)は、約8.2
～9.8万円と推計された。 
 

日本の製造業における産業別・地域別の影響 

 
都道府県・地域別(3.2,3.3参照)： 
 Case2の料金値上げが大きいと推計

された(P.12参照)、北海道や関西、四

国、九州では、関東や中部などの他
地域と比べ、従業者一人当たりの年
間電気代増分額(震災前比)が大き

い。都道府県別にみると、和歌山県
(20.8～24.9 万円) 、大分県(19.2～
26.1万円) 、滋賀県(18.2～21.8万円)、
千葉県(18.1～20.3万円)、北海道
(12.6～19.1万円)などで、とりわけ深
刻な影響が予想される。 

産業別(3.3参照)： 
 Case1に比べ、電力多消費産業を中心に大きく増加する産業が推計される。鉄鋼業や化学工業、窯業・土石業、

非鉄金属業などは、電気料金値上げによる深刻な影響が非常に大きい。従業員一人当たりの年間電気代増分
額（全国平均）は100万円を超える産業が推計される。（鉄鋼業（製鋼）：約105～128万円、セメント製造：約105
～131万円、圧縮ガス・液化ガス製造業：約348～418万円など） 

* 電気料金値上げがすべて雇用削減で対応されると仮定した場合、日本の製造業従事者の約14.8～17.6万人分の雇用が喪失することを意味する。 
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分析2: 原発再稼働が無い場合の電気料金値上げ (Case2)による製造業への影響 

3. 分析結果の概要(4)   

  給与当たりの電気代増分(震災前比)で評価すると、Case2では、全国平均で1.9%(低
位)～2.3% (高位)と推計され、震災後認可料金の結果(Case1)よりも上昇する。 

  北海道や九州、関西、四国では、全国平均と比べ、Case2における給与当たりの増分
額が大きい。 

  都道府県別にみると、特に、大分県(4.8%～6.6%)、和歌山県(5.2%～6.3%) 、北海道
(3.8%～5.8%)の給与当たり増分額が大きい。これらの都道府県は、全国平均の約2.0
～2.9倍と推計された(Case1では約1.3～2.4倍)。Case1に比べ、製造業への影響の地域
間格差が、より拡大する可能性がみられる。 
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3.1.1  [分析１] 製造業平均・都道府県地域別の結果（１）： 
   

 製造業平均の従業員一人当たりの電気代増分額(震災前認可料金比)は、約5.2(万円/人/年)と推計された。 
 値上げ幅が大きく、また電力多消費産業を多く抱える都道府県への影響が相対的に大きく、千葉県(13.3 (万円/人/

年、震災前比)) 、和歌山県(11.5)、滋賀県(10.1)などが大きいと推計された。 
 仮に電気代増分のすべてを人件費削減で実施することになれば、この金額の給与低減が予想される。 



3.1.1 [分析１] 製造業平均・都道府県地域別の結果（２） 
19 
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製造業・給与に対する電気代増分額 (製造業平均、震災前比) 

 給与当たりの電気代増分額(震災前認可料金比)を評価すると、全国平均で1.23%と推計された。四国や関西は、相
対的に影響が大きく、それぞれ1.89％、1.85％と推計された 。 

 都道府県別にみると、エネルギー多消費産業を多く抱える、千葉県(2.96%)や和歌山県(2.91%)が大きい。これらの
県の給与当たり増分額は、全国平均の約2.4倍であり、電気料金値上げによる都道府県間の製造業への影響の差
異がみられる。 
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3.1.2  [分析１] 全国平均・産業別の比較:  
20 

出典：http://www.jcci.or.jp/260612_energykyuujyou.pdf 

<参考>電力多消費産業の実情(経団連他(2014)) 

全国・製造業平均 
 

主要な電力多消費産業への影響 
 

 経団連(2014)で業界団体の電気料金値上げに

よる実情報告で述べられているように、鋳物業
や鉄鋼業などの主要な電力多消費産業は、製
造業平均に比べ、電気代増分額は大きく、電気
料金値上げによる影響が深刻であると推計され
た。 
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3.2 [分析２] 製造業平均・都道府県地域別の結果（１） 
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Case2A 
全国平均 

Case2B 
全国平均 

都道府県別 

原発再稼働がない電気料金値上げによる影響(Case2)は、従業員一人当たりの年間電気代増分額(震災前比)で評価すると、全国平均で
8.2～9.8万円となり、震災後認可料金の結果(Case1)よりもさらに上昇する。 

 Case2の料金値上げが大きいと推計された(P.12参照)、北海道や関西、四国、九州では、関東や中部などの他地域と比べ、一人当たりの
電気代増分額が大きい。また、増分額の大きいこれらの地域では、Case1からのCase2への上昇の度合いも大きいと推計される。 

都道府県別にみると、和歌山県(20.8～24.9 万円) 、大分県(19.2～26.1万円) 、滋賀県(18.2～21.8万円)、千葉県(18.1～20.3万円)、北海
道(12.6～19.1万円)などで、とりわけ深刻な影響が予想される。 
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3.2 [分析２] 製造業平均・都道府県地域別の結果（２） 
22 

 給与当たりの電気代増分(震災前比)で評価すると、Case2では、全国平均で1.9%～2.3％と推計され、震災後認可料
金の結果(Case1)よりも上昇する。 

 北海道や九州、関西、四国では、全国平均と比べ、Case2の給与当たりの増分額が大きい。 
都道府県別にみると、特に、大分県(4.8%～6.6%)、和歌山県(5.2%～6.3%) 、北海道(3.8%～5.8%)などの給与当たり増

分額が大きく、全国平均の約2.0～2.9倍と推計された(Case1では約1.3～2.4倍)。Case1に比べ、製造業への影響の地
域間格差が、より拡大する可能性がみられる。 

Case2A 
全国平均 

Case2B 
全国平均 

都道府県別 

製造業・給与に対する電気代増分額 (製造業平均、震災前比) 

注:赤色は、各電力会社管内で最も影響が大きかった都道府県を表す。 
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3.3.1  [分析1][分析2] 全国平均・産業別の比較(1): 上位10産業 

従業者数一人当たりの電気代増分額(震災前比) 

注:グラフの色は産業分類(中分類)を表す。 
   

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

部門によって電気料金値上げの影響の違いは大きく、製造業平均に比べると、電力多消費産業である鉄鋼業や化学工業、窯業・土石
業、非鉄金属業などは、とりわけ電気料金値上げによる影響は深刻である。 
 

震災以降に既に実施された料金値上げによって(Case1) 、いくつかの主要な電力多消費産業では、従業員一人当たりの年間電気代増
分額（全国平均、震災前比）は50万円を超えると見込まれる。（鉄鋼業（製鋼）：約62万円、セメント製造：約60万円、圧縮ガス・液化ガス
製造業：約216万円など）。 
 

原発再稼働がないと想定した場合の電気料金値上げによる影響(Case2)は、Case1よりもさらに深刻となる。従業員一人当たりの年間電
気代増分額（全国平均、震災前比）は100万円を超える産業も推計される（鉄鋼業（製鋼）：約105～128万円、セメント製造：約105～131
万円、圧縮ガス・液化ガス製造業：約348～418万円など） 
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3.3.1  [分析1][分析2] 全国平均・産業別の比較(2): 上位10産業 

給与当たりの電気代増分(震災前比) 
 

注:グラフの色は産業分類(中分類)を表す。 
   

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

給与当たりの電気代増分(震災前比)で評価すると、従業員一人当たり電気代増分額と同様に、電力多消費産業で
ある鉄鋼業や化学工業、窯業・土石業、非鉄金属業などは、電気料金値上げによる影響は深刻である。Case2では、
Case1に比べ、大幅に上昇する。 
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3.3.2 [分析１] [分析2] 都道府県別・産業別の影響 (1)  
            北海道電力管内：北海道 、上位10産業 

注１：グラフの色は産業分類(中分類)を表す。 
注２：管内毎に最も大きな影響のあった都道府県を取り上げた。 
注３：北海道の産業構造は、付録1参照。 

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 
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3.3.2  [分析１] [分析2] 都道府県別・産業別の影響 (2)  
             東北電力管内：青森県 、上位10産業 

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

注１：グラフの色は産業分類(中分類)を表す。 
注２：管内毎に最も大きな影響のあった都道府県を取り上げた。 
注３：青森の産業構造は、付録1参照。 
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現金給与当たりの電気代増分 

27 

3.3.2  [分析１] [分析2] 都道府県別・産業別の影響 (3)  
             東京電力管内：千葉県、上位10産業 

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

注１：グラフの色は産業分類(中分類)を表す。 
注２：管内毎に最も大きな影響のあった都道府県を取り上げた。 
注３：千葉の産業構造は、付録1参照。 
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現金給与当たりの電気代増分 
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3.3.2  [分析１] [分析2] 都道府県別・産業別の影響 (4)  
             中部電力管内：三重県、上位10産業 

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

注１：グラフの色は産業分類(中分類)を表す。 
注２：管内毎に最も大きな影響のあった都道府県を取り上げた。 
注３：三重の産業構造は、付録1参照。 
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3.3.2  [分析１] [分析2] 都道府県別・産業別の影響 (5)  
             関西電力管内：和歌山県、上位10産業 

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

注１：グラフの色は産業分類(中分類)を表す。 
注２：管内毎に最も大きな影響のあった都道府県を取り上げた。 
注３：和歌山の産業構造は、付録1参照。 
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30 

3.3.2  [分析１] [分析2] 都道府県別・産業別の影響 (6)  
             四国電力管内：愛媛県、上位10産業 

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

注１：グラフの色は産業分類(中分類)を表す。 
注２：管内毎に最も大きな影響のあった都道府県を取り上げた。 
注３：愛媛の産業構造は、付録1参照。 
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3.3.2  [分析１] [分析2] 都道府県別・産業別の影響 (7)  
             九州電力管内：大分県、上位10産業 

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

Case1 (震災後認可料金[現在])) 
Case2A (原発ゼロ-低位推計) 
Case2B (原発ゼロ-高位推計) 

注１：グラフの色は産業分類(中分類)を表す。 
注２：管内毎に最も大きな影響のあった都道府県を取り上げた。 
注３：大分の産業構造は、付録1参照。 



32 

4. まとめ 

 本分析の結果からは、一部の地域では電気料金値上げによる製造業への影響は大きく、また、電力
多消費産業など、一部の業種には極めて深刻な影響が予想された。特に、原発再稼働が無い場合に
予想される電気料金値上げのもとでは、より一層の深刻な影響が予想された。 
 

  震災以降既に実施された電気料金値上げによる影響(Case1) 

•年間一人当たり電気代増分額(震災前比)は、日本全国平均（製造業平均）で、約5.2万円(日本の製
造業全体の約9.4万人分の給与額に相当) 

  原発再稼働がこのまま遅れ、原発ゼロ想定による更なる料金値上げの場合の影響(Case2) 
•  さらに深刻な影響が生じる。この時の年間一人当たり電気代増分額(震災前比)は、日本全国平均
（製造業平均）で、約8.2～9.8万円と推計(日本の製造業の約14.8～17.6万人分の給与に相当)。 

•都道府県別にみると、予想される料金値上げ幅が大きく、エネルギー多消費の製造業が多い都道
府県への影響では極めて深刻な影響。（例えば、年間一人当たり電気代増分額は、和歌山県(20.8
～24.9 万円) 、大分県(19.2～26.1万円) 、滋賀県(18.2～24.8万円)、千葉県(18.1～20.3万円)、北海
道(12.6～19.1万円) ） 

•産業別にみると、鉄鋼業や化学工業、窯業・土石業などの電力多消費産業など、一部の業種には
極めて影響が大きい。（例えば、年間一人当たり電気代増分額は、鉄鋼業（製鋼）では105～128万
円、セメント製造では105～131万円程度の極めて深刻な影響） 

 

 雇用への影響等がより深刻化しないように、原発の安全審査を速やかに進め、安全が確認された原
発は速やかに稼働するよう早急な対応が求められる。 

 

 なお、本分析で想定した電気料金値上げ幅には、いずれも、化石燃料価格連動分や再生可能エネル
ギー固定価格買取制度による賦課金は含まれていない。そのため、本分析では、これらによる電気
料金上昇の影響は分析の対象外である。実際には化石燃料価格連動や固定価格買取制度よる料金
上昇も進み、本分析で想定した電気料金上昇以上の値上げが起こっているので、実際にはこの分析
結果を大きく上回る深刻な影響が生じる可能性が高い。 
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付録 



34 

付録1：主要都道府県の産業構造 
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32 その他の製造業

31 輸送用機械器具製造業

30 情報通信機械器具製造業

29 電気機械器具製造業

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業

27 業務用機械器具製造業

26 生産用機械器具製造業

25 はん用機械器具製造業

24 金属製品製造業

23 非鉄金属製造業

22 鉄鋼業

21 窯業・土石製品製造業

20 なめし革・同製品・毛皮製造業

19 ゴム製品製造業

18 プラスチック製品製造業

17 石油製品・石炭製品製造業

16 化学工業

15 印刷・同関連業

14 パルプ・紙・紙加工品製造業

13 家具・装備品製造業

12 木材・木製品製造業（家具を除く）

11 繊維工業

10 飲料・たばこ・飼料製造業

09 食料品製造業

化学工業
化学工業

化学工業食料品
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紙パ
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石油製品

機械
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化学工業

電子部品
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化学工業

石油製品 鉄鋼

石油製品

化学工業

素材
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